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はじめに
富山市は、平成14年1月に合併前の旧富山市の

市長として就任した森雅志市長の強力なリーダー
シップの下で、今日の人口減少、少子・超高齢社会
の到来を見越して、公共交通を軸としたコンパクト
なまちづくりを市の将来像としてビジョンを描いた。
そして 7市町村による市町村合併を経た後も、交
通や教育、居住、余暇の過ごし方、事故や犯罪の
少なさなど、包括的にまちの総合力を高め、市民一
人ひとりのシビックプライドの醸成を図る観点から、
様々な施策を行いながらまちづくりを進めてきた。

そこで本稿では、富山市が進めてきたコンパクト
シティ政策が順調に進展し奏功していることなどが
データなど目に見える形で表れてきたことから、そ
れらの成果等について紹介したい。

1. これまでの取り組み
本市では、鉄軌道やバスなどの公共交通の活性

化を図るとともに、徒歩圏（お団子）を公共交通（串）
でつなぐことにより、自動車を自由に使えない市民

も、日常生活に必要な機能を享受できる生活環境の
形成を目指すまちづくりを基本方針とするとともに、
人口減少が続いていく中、魅力的なまちとして人を
誘引する、いわゆる「人口のダム機能」を発揮するた
めには、何よりも雇用機会を充実させることが重要
であると考え、企業誘致や産業の強化に加え、企
業経営者の方から見て魅力的な都市像となるよう、
都市の総合力を高める施策に取り組んできた。

図 -1　富山市が目指す串と団子の都市構造
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（１）公共交通の活性化
市営バスや市営地下鉄にしても、本来、交通事

業というものは、明治以来、民業として単体で収支
が合うということをずっと求められ続けてきたが、
一旦、「採算性が悪い→間引く→さらに悪化→廃線」
という負のスパイラルに陥ると街は衰退の一途をた
どっていくことになる。

そこで、本市では、従来と発想を変えて、本来は
民業の問題ではあるが、思い切ってそこに公費を投
入した。具体的には、廃止が検討されていたJR富
山港線を公設民営により日本初のLRT化とするとと
もに、既存の路面電車路線を延伸して環状線化を
図った上で、同じくLRT化とするなど、コンパクト
なまちづくりの実現に重要な「公共交通軸」として整
備した。

（２）公共交通沿線地区への居住推進
公共交通網の整備と併せ、都市構造の変革も各

種のインセンティブを講じながら推進した。具体的
には、都心地区や公共交通沿線への居住を進める
ため、それらの地区において共同住宅や質の高い居
住環境を提供する建設事業者及び、戸建て住宅・
共同住宅を建設・取得する市民に、平成17年度か
ら段階的に対象やエリアを拡大し、補助金を交付す
ることで中心部や駅徒歩圏への居住を誘導した。

（３）中心市街地の活性化
富山市の中心市街地（約436ha）では、ピーク時の

夜間人口は約5万2千人（昭和38年）だったが、平
成16年には、約2万4千人と半分以下に減少すると
ともに、歩行者交通量や店舗数、小売販売額など
の減少に歯止めがかからないなど、都市全体の活
力と魅力の低下が深刻な問題となってきていた。

いうまでもなく、中心市街地は、都市の「顔」であり、
都市のイメージを印象付ける重要な拠点であると同
時に、これまで活発な経済活動によって、市税の約
45%を占める固定資産税・都市計画税のうち約20%
を担うなど、経済の中心である。

こうしたことから、市街地が拡散することを食い
止めるために、限られた財源の中で「選択と集中」
の考えを徹底し、既存ストックの活用や民間資金に
よる社会資本整備等、持続可能な都市経営に取り
組むこととしている。具体的には、中心商業地区に
おいて、その核となる大規模商業施設、全天候型
多目的広場、立体駐車場を一体的に整備するととも
に、小学校跡地を活用して、商業施設や医療・介
護拠点などを整備した。

2. 効果の検証
（１）転入超過

こうした取り組みは、新たな雇用を生むだけでな
く、人口の維持力としても大きな効果を生みだして
いる。住民基本台帳上の人口移動では、都心地区
では、平成20年以降11年連続で、公共交通沿線居
住推進地区では、平成24年以降7年連続で県外か
らの社会増減がプラスとなり、転入超過基調が続い
ている。

これは、福祉や教育、環境、文化など都市の総
合力を高める富山市の施策が、企業経営者の方々
に好感をもって受け止められ、従業員の方だけでな
く、ご家族の方からも魅力的なまちとして映り、安
心して本市に移り住んでもらっていることの証左で
あると考えている。

また、富山市の合計特殊出生率は、平成23年か
ら上昇傾向にあり、平成30年は、平成17年の市町
村合併後では最高の 1.55 となり、前年比で 0.01 ポ
イント増加した。全国の合計特殊出生率は、平成
17年の 1.26 を最小値に、以後、回復傾向に転じて
いるが、富山市では、これまで全国を上回る合計特
殊出生率で推移してきている。

これは、総曲輪レガートスクエアに設置した産後
ケア応援室等、数々の子育て支援策などが、子育
て世代の方々にとっても、安心して子育てできる環
境につながり、「住みたい」「これからも住み続けた
い」魅力あるまちという意識が醸成されたことも一
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因として、合計特殊出生率とい
う一つの指標として現れたもの
と考えている。

（２）地価の上昇
税収維持のためには、中心市

街地の価値、すなわち地価を維
持することが重要になる。その
ためには、中心市街地に集中投
資を行い、賑わいを創出し、民
間投資の呼び水となることが重
要であり、市内電車の環状線
事業をはじめ、グランドプラザ

（全天候型のイベント広場）や
TOYAMAキラリ（ガラス美術
館及び図書館、オフィスの複合
施設）の整備など、中心市街地
の再開発事業を進めたことが呼
び水となり、中心市街地や富山
駅周辺で民間投資による再開発
事業が相次いで行われた。

これらのことにより、実際、
本市の地価の動向をみると、富
山県地価調査において全用途平
均の基準地価が 5年連続で上昇
している。これは、北信越都市
においては、富山市だけのこと
である。

 
（３）税の還流

こうした、中心部の地価が維
持・上昇できているからこそ、
それらを財源として中山間地に
向けた事業も実施することがで
きる。このことをデータを示し
て丁寧に説明すれば、中心市街
地への集中投資についても、市
民の理解を得ることができる。

図-2　転入人口の増加

図-3　合計特殊出生率の推移

図-4　総曲輪レガートスクエア
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実際に、富山市では、市全域においてFace to 
Faceの市民サービスの提供を行っている。

具体的には、各種施設の半径2㎞圏域内に居住し
ている市民の割合は以下のとおりである。

① 行政庁舎（各種証明の発行や手続き・申請）：
98.9%

② 地域包括支援センター（介護保険法で設置が
定められ、地域住民の保健・福祉・医療の向
上を図るため、総合相談、虐待防止、介護予
防ケアマネジメントなどを包括的に行う機関）：
87.6%

③ 市立公民館（地域住民のコミュニティや生涯学
習の拠点）：98.9%

また 98.0%の市民が鉄軌道・
路線バス・コミュニティバス等
の公共交通の利用可能圏域（750
ｍ圏人口）に居住し、97.3%の高
齢者（65歳以上）が往診・訪問
診療拠点から 3㎞圏域に居住し
ている。

（４）高齢者の外出機会の創出
平成16年から実施しているお

でかけ定期券事業は、65歳以
上の市民を対象に、市内各地か
ら中心市街地や市民病院までの
バスや電車を 100円で利用でき、
どんなに遠くから乗っても中心
部で降りれば 100円、帰りも中
心部から乗って、どんなに遠く
へ行っても100円という仕組み
である。元々は、中心市街地へ
人を誘引してくるということが
狙いで事業化したものであった
が、結果として高齢者の外出機
会の創出に、非常に大きな効果
を生み出した。

具体的には、「おでかけ定期券 
継続利用8年の方」が介護状態を維持している割合
は 70.6％だったが、「全く利用していなかった方」の
それは 44.6％であり、大きな差が生じている。

さらに平成23年度に要介護認定を受けていない
「自立」の状態であった方に限定すると、自立状態を
維持した方は、「継続利用者」で 72.3％、「利用してい
なかった方」で 53.4％である。

このことから、おでかけ定期券を利用して積極的
に外出することは、将来の健康状態の維持に大きく
寄与し、介護予防につながるものと考えられる。

つまり、「おでかけ定期券を使って外出する→外出
するためには自宅からバス停まで歩く→バスで移動
する→バスを降りると街の中を歩く」、そして、単に

図-5　地価公示（H31年1月1日）結果

図-6　固定資産税・都市計画税の推移
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歩くだけではなく「人と出会い、
新しい出来事に出会い、それら
によって感動し、楽しいと感じ、
お日様を浴び、背中からさわや
かな風を感じる」、そういう様々
なことに触れる機会が、おでか
け定期券を持っている方のほう
がはるかに高いと推測されるわ
けである。少なくとも認知症が
重篤化していくのを防ぐことに
ついて、おでかけ定期券事業
は極めて効果があると感じてい
る。さらに健康を維持すること
あるいは重篤な介護状態にしな
いということに、交通政策がい
かに密接に関わっているかをこ
のデータは物語っている。

3. これからの
取り組み

富山市は平成30年度に、IoT
を活用したスマートシティ推進
基盤で、森市政におけるコンパ
クトシティの総仕上げへと踏み
出した。

98 の公共施設に、低消費電
力で長距離のデータ通信を可能
とする技術として注目されている「LoRaWAN（ロー
ラワン）」を張り巡らせるほか、IoTプラットフォー
ムの基盤ソフトウェア「FIWARE（ファイウェア）」を
使い、防災を中心とした様々なデータを活用しよう
という試みを行い始めた。これは、実に居住人口の
98.9%をカバーしている。

子どもたちの登下校の通学路の安全確保に役立
てる狙いで、市内の 2小学校の児童818人を対象に、
センサー用のデバイスをランドセルにしまって通学
してもらい様々なデータ収集を行う「こどもを見守る

地域連携事業」をパイロット事業として実施した。
本事業の成果として、例えば登校時は集団登校

によりみんな通学路を使って登校しているが、下校
時には様々な活動が放課後に行われているためか、
登校時には見られない多様な経路が利用されてい
ることがわかった。また登校時にショッピングセン
ターの横や駐車場内を通学する児童がいることも分
かった。

児童が通行していることを駐車場利用者へ周知
する、学校の安全教育の中で利用経路を指導する

図-7　おでかけ定期券の利用と要介護認定

図-8　基盤のゲートウェイ配置図
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など、交通安全確保の取り組みの検討に本事業は
役立てることができる。

また、富山市は全国でも例のない「ライフライン
共通プラットフォーム」の構築に取り組んでいる。こ
れは電力やガス、鉄道、ケーブルテレビなどの情報
や事故情報などといったライフラインに関する情報
を一元化しようというものであり、スマートシティ推
進基盤と連携することを考えている。具体的には、
児童の登下校の移動経路の実績と市道管理者発注
道路工事情報をリンクさせることで、児童の通学時
の安全確保に役立てることができる。また、将来的
には、国や警察にも参加してもらい、エリアとして
多様な情報の共有化を図り、より充実した内容にレ
ベルアップすることを目指していくことにしている。

図-9　2月15日の児童の登下校の地図
（左：登校　右：下校）

こうした取り組みは、全国の自治体のモデルケース
となり得ると考える。

IoTセンサー等の開発や新サービス実現のため
の実証実験環境として、富山市スマートシティ推進
基盤を、民間企業や大学の研究機関等に提供する
ことを令和元年に公募した。23事業の応募があり、
民間の方も、非常に高い関心を持っていることが確
認できた。

こうした認識を踏まえ富山市では、今回構築した
IoTプラットフォームに集約された各種センサーか
らの情報を、個人情報保護等にも十分配慮した上
で、データの相互利用による新しいサービスの展開
につなげるなど、スマートシティの更なる発展を目
指している。
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図-10　富山市スマートシティ推進基盤利活用例（イメージ）
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おわりに
明治41年に富山駅が開業されて以来、南北市街

地の分断が都市構造の大きな課題として残されてき
た。しかし令和2年3月21日の路面電車の南北接続
によって、この分断が解消され、富山市にとって百
年の夢である南北一体化が実現する。このことはコ
ンパクトなまちづくりの大きな節目にもなるため、こ
れを区切りとして次の時代に相応しい感性をもって
新たな視点から今後を展望し、まちづくりを進めて
いく必要がある。

公共交通沿線地区への居住誘導や中心市街地の
活性化を推進することで、都市の賑わいや人々の交
流が一層促進される魅力ある都市空間の形成を引
き続き図っていく。

また南北接続によって、新幹線という都市間高速
鉄道の駅舎の中でLRTによる優れた地域交通ネッ
トワークが完成する。これによって富山駅の交通結
節機能が強化され、人の流れが劇的に変わることが
予想される。これを契機として、歩くライフスタイ
ルへの転換を促すことにより、市民一人ひとりのク
オリティ・オブ・ライフの向上と、歩いて暮らせる
まちづくりの実現に向けて取り組むことが必要であ
る。

加えて、世代を超えて赤ちゃんから高齢者までが
安心して暮らせるまちを実現するためには、これま
で取り組んできた施策の熟度を高めるとともに、そ
の隙間を埋める施策を展開していくことも重要だと
考えている




